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共通ID利活用ワーキンググループ（WG）の検討状況 ①

(1) IT総合戦略等（ 6/3 総理指示、世界最先端IT国家創造宣言、マイナンバー等分科会中間とりまとめ等）

「2020年まで、マイナンバーカードについて、ワンカード化・ワンストップ化を実現」
(2) 経済財政運営と改革の基本方針2014

１．政府の取組状況
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(1) 平成25年度補正予算「公的個人認証サービス民間活用実証」（9月２６日～）
① カードを活用できるアクセス手段の拡大(CATV 等)
② 「資格確認」「変更確認」機能の活用
③ カードを活用する運営体制の確認 「作業」「コスト」の明確化 等

(2)平成27年度予算要求「公的個人認証サービス利活用推進事業」（要望額 15億円）
① 運営体制におけるセキュリティ条件等の検証
② 公的個人認証を活用する主体間の認証連携の検証（いわゆる「電子私書箱」における活用 等）
③ カードに関わるアプリの検証 等

(3) 公的個人認証サービスを活用する各分野の関係者との連携強化
① 自治体（個人番号を活用した今後の行政サービスのあり方に関する研究会 等）
② 政府・独立行政法人（政府等の認証プラットフォーム）
③ 関係業界（CATV、NHK、地上放送局、日本郵便、保険等ユーザ業界）

＋内閣官房及び関係省庁、地方公共団体情報システム機構

2．予算措置関連等















方針 実証ユースケース 署名検証者等
商用化に向けて整理すべき課題

（署名検証者及び共通的プラットフォームの作業とコスト例）

TV利⽤ CATVをユーザインタフェース
としたユースケース

ケーブルテレビ
事業者

（共通的PFを設置）

○作業
①共通的PFモデルにおける作業／責任分界
接続する受付機関（検証者）およびサービス提供者を対象に、
共通的PFとの接続に係る運⽤等において必要な作業（⼿順、タ
イミング）や契約等を洗い出して整理する。

②利⽤者登録作業・紐付け作業（事前準備作業）
利⽤者証明⽤電⼦証明書を活⽤した本⼈認証を実施するため
の、署名⽤証明書と利⽤者証明⽤電⼦証明書（シリアル番
号）の登録・紐付けのための作業を洗い出して整理する。

③サービス利⽤・提供のための各機関の準備作業
・共通的ＰＦモデルにおいて、各機関に必要となるシステム準備作
業を洗い出して整理する。併せて、維持・運⽤性も考慮した標準
的なインタフェース仕様を策定する。
・利⽤者に対して、既存顧客IDとの確実な紐づけ（同定）する
ための運⽤や仕組みを整備する必要がある。

○コスト
上記作業に伴うコスト⾯の明確化。
共通的PF構築にかかる費⽤を導出し、サービス利⽤の準備、運
⽤にかかる費⽤について検証者と協議を⾏う。
また、ランニングコストについても合わせて検討を実施する。

カード
多⽬的利⽤

医療機関受診時における
オンラインでの資格確認及び

処⽅箋情報の照会
を⾏うユースケース

保険者
医師会

（共通的PFを設置）

医療機関受診時における
オンラインでの資格確認及び
⽀払いを⾏うユースケース

保険者
クレジッドカード会社
（共通的PFを設置）

ワンストッ
プサービス
電⼦私書箱

ポータルによる⼿続きのワンス
トップ化に係るユースケース ポータル事業者

実用化・商用化に向けて整理すべき課題 8















○ 番号法附則にもあるとおり、マイ・ポータルは年齢、身体的な条件等の制約にかかわりなく、すべての国民が利用できるよう
にする必要。パソコンを使える方はもとより、スマートフォン、タブレット、テレビ、あらゆる情報通信端末からアクセスできること
が不可欠。

○ 高齢者等、誰もが使いやすいインターフェース、アクセス手段としてケーブルテレビへの期待、使命感。

○ 今年度事業は、ケーブルテレビ事業者として必要な作業とコストの明確化、共通プラットフォーム機能の可視化を実施。

○ ケーブルテレビ業界では「ケーブル・プラットフォーム」の構築に向けた運営体制を立ち上げ。

○ 併せて、ケーブルテレビのセットトップボックスの個人番号カードへの対応する業界標準仕様の作成。

○ セットトップボックスとスマートフォン、タブレット等の連携、タッチパネルによるセットトップボックス操作の実現に向けた検討。

○ トランザクション単価を下げることが重要。共通的プラットフォームがオープンで開放的であることを期待。

○ セキュリティの確保、データ交換の標準化、サービスレベルの保障の継続的な技術開発、関係省庁等の継続的協力も重要。

○ 技術面や運用面、ルール面だけでなく、作業やコスト面、既存のシステムからのマイグレーション、既存のシステムとの連
携についての検討が必要。

○ 署名検証者の認証基準について、必要最小限という方針の下、検討中。

○ 実証実験参加者が署名検証者として全国的に横展開し、我が国の経済活性化に資する方針で取り組むべき。

○ 個人番号カードを使った本人認証はセキュリティ性の高い認証であり、実証結果を政府の方にも反映。

○ 個人番号カードを使ったクレジットカード決済のユースケースはクレジットカード番号をウェブに流さないやり方であり、期待。

共通ＩＤ利活用ワーキングループ（第５回）における主な意見① 15

１．多様なアクセス手段の確保

２．署名検証者、共通的プラットフォーム、作業とコストの明確化



○ 今回の実証実験では、利用者視点で様々なニーズや課題の洗い出しの具体化を実施。

○ マイ・ポータルやサービス提供事業者と連携し、電子私書箱機能を充実させたい。

○ 住所変更手続の一括申請への期待が大きい。視聴者の負担軽減を図るためにも利用者の利便性の高い仕組みの構築に向
けて積極的に協力。

○ 関係者の意見を承りながらワンストップサービスの更なる充実を図る。

○ 共通ポータルサイトは、利用者の利便性が確保されていること、広く普及されていることが重要。

○ ＩＴ総合戦略本部マイナンバー等分科会でもマイ・ガバメント、マイ・ポータルについて具体的なロードマップを作成。本実証
実験の進捗状況も踏まえ具体的なロードマップが実現できるよう期待。

共通ＩＤ利活用ワーキングループ（第５回）における主な意見②

○ 生命保険は、長期間に渡る契約であり、資格確認や変更確認、本人確認が非常に重要。

○ 実証事業を通じて必要な機能の具体化やそれに伴うルールに対する整備に向けた検討をお願いしたい。

○ 医療分野は、国民にとって最も身近な分野であり効果も大きい反面、関係者の理解が重要。

○ 実証実験では、現場の意見を反映しながら検討願いたい。

【関係者の共通認識】

○ 第1に、今回の実証は単なる実験ではなく実用化に向けた取組であること、２０１６年１月以降個人番号カードを活用する際の
作業とコストについて情報を共有し、そのための材料を明らかにすることが目的であること、第２に、この情報のもとに、関係者
において個人番号カードの活用、電子私書箱の実現に向けた取組、課題の明確化が必要ということ。

○ 基本的な考え方は、課題はあるが、公的個人認証サービスの利活用拡大について同じ思いを共有していること。
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３．電子私書箱機能、ワンストップサービスへの期待

４．本人確認、変更確認等への期待（生命保険等）

５．その他（期待値等）



【多様なインターフェース】

○ 日本ケーブルテレビ連盟には非常に前向きに取り組んでいただいているが、 ２０１６年１月以降、ケーブルテレビのセットトップ
ボックスを活用して個人番号カードの読み取り、公的個人認証カードの利用が可能になるよう、業界の一層の取組をお願い。

【公的個人認証サービス・個人番号カードの普及】

○ 国民に最も身近な保健医療分野、決済分野で公的個人認証サービスの活用が進むことは、個人番号カードの普及を牽引。

○ NFC搭載型の携帯電話による読取機能の実現により、個人番号カードの利用を広く普及・拡大していきたい。

○ ２０１６年のカード配布開始、２０１７年のシステム稼働開始に、目に見える成果を上げることが極めて重要。

○ モバイルにおける公的個人認証サービスの活用策について検討中。

○ 個人番号カードの保健医療分野での活用、ユーザーインターフェースの確保は、個人番号カードの普及と今般の実証を進め
ていく上で非常に重要な課題。

○ 今回の実証は実環境に近い環境でやっていただくが、ＪＬＩＳからのご協力が不可欠でありご協力をお願いしたい。

○ 国民生活の浸透には国民に目に見える形での周知が重要。

○ 欧州（イングランド、フィンランド、ラトビア）では、公的認証制度がある上で収集データの国民にフィードバック方法や利便性の
向上という観点から取り組む。日本が今回の実証を機に世界最先端、競争力を高め日本が貢献できるようにしていきたい。

【電子私書箱】

○ マイ・ポータルは国民の唯一の接点。マイ・ポータルにアクセスするインセンティブの向上は、個人番号カードの普及、電子私
書箱の機能の具体化が鍵。

○ 今年度の実証を通じ、電子私書箱の機能が具体化されることにより、必要となるシステム、ルール、コストが明確化され、実現
に向けて大きく前進するものと期待。

共通ＩＤ利活用ワーキングループ（第５回）における主な意見③ 17

５．その他（期待値等）


